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	処分の概要
	障害年金の給付の額の改定

	法令名
根拠条項
	予防接種法施行令　第15条

	法令番号
	昭和23年政令第197号

	【基準】
　政令第15条の規定による。
　(A類疾病に係る定期の予防接種等又はB類疾病に係る臨時の予防接種に係る年金たる給付の額の変更)
第15条　障害児又は法第16条第1項第3号の規定による障害年金の支給を受けている者の障害の状態に変更があったため、新たに別表第1又は別表第2に定める他の等級に該当することとなった場合においては、新たに該当するに至った等級に応ずる額を支給するものとし、従前の給付は行わない。

　参考　【予防接種法第16条】

　(給付の範囲)
A類疾病に係る定期の予防接種等又はB類疾病に係る臨時の予防接種を受けたことによる疾病、障害又は死亡について行う前条第1項の規定による給付は、次の各号に掲げるとおりとし、それぞれ当該各号に定める者に対して行う。
　③　障害年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態にある18歳以上の者

　　政令で定める程度の障害の状態については、予防接種施行令(昭和23年政令第197号)第13条の規定による。
【予防接種法施行令第13条】
　　法第16条第1項第3号の政令で定める程度の障害の状態は、別表第2に定めるとおりとする。 
　別表第1
	等級
	障害の状態

	1級
	一　両眼の視力の和が0.02以下のもの
二　両耳の聴力が、耳殻に接して大声による話をしてもこれを解することができない程度のもの
三　両上肢の機能に著しい障害を有するもの
四　両下肢の用を全く廃したもの
五　体幹の機能に座っていることができない程度の障害を有するもの
六　前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの
七　精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの
八　身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの

	2級
	一　両眼の視力の和が0.08以下のもの
二　両耳の聴力が、耳殻に接して大声による話をした場合においてのみこれを解することができる程度のもの
三　平衡機能に著しい障害を有するもの
四　咀嚼又は言語の機能に著しい障害を有するもの
五　一上肢の機能に著しい障害を有するもの
六　一下肢の機能に著しい障害を有するもの
七　体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの


　備考　視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるものについては、矯正視力によって測定する。

別表第2
	等級
	障害の状態

	1級
	一　両眼の視力が0.02以下のもの
二　両上肢の用を全く廃したもの
三　両下肢の用を全く廃したもの
四　前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、労働することを不能ならしめ、かつ、常時の介護を必要とする程度のもの
五　精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの
六　身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの

	2級
	一　両眼の視力が0.04以下のもの
二　一眼の視力が0.02以下で、かつ、他眼の視力が0.06以下のもの
三　両耳の聴力が、耳殻に接して大声による話をしてもこれを解することができない程度のもの
四　咀嚼又は言語の機能を廃したもの
五　一上肢の用を全く廃したもの
六　一下肢の用を全く廃したもの
七　体幹の機能に高度の障害を有するもの
八　前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、労働が高度の制限を受けるか、又は労働に高度の制限を加えることを必要とする程度のもの
九　精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの
十　身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの

	3級
	一　両眼の視力が0.1以下のもの
二　両耳の聴力が、40センチメートル以上では通常の話声を解することができない程度のもの
三　咀嚼又は言語の機能に著しい障害を有するもの
四　一上肢の機能に著しい障害を有するもの
五　一下肢の機能に著しい障害を有するもの
六　体幹の機能に著しい障害を有するもの
七　前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、労働が著しい制限を受けるか、又は労働に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの
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